
















































区分 主な事業名及び事業概要 ６年度当初予算額

⑩　障害者理解促進事業費（再掲）
　　障がいに対する理解を促進するため、内部障がい等の方を対象としたヘルプマークの普
  及啓発や企業等における心のバリアフリー推進員の養成等を行う。

646万円

○　その他　ともに生きる社会実現推進事業費など 4,579万円

88億2,441万円

⑪　生活困窮者自立促進支援事業費
　　生活困窮者等の自立の促進を図るため、自立相談支援機関の相談支援員が生活困窮者か
 ら相談を受け、就労等による自立に向けた支援を行う。また、社会資源の広域的な開拓や
 市域を越えたネットワークづくり等を行う。

7,255万円

⑫　ワンストップ支援推進事業費
　　生活困窮者の相談をワンストップで受け止めるため、相談窓口の周知、出張相談会、相
　談支援員の研修等を行うことにより、相談から就労等までの寄り添った支援を推進する。

941万円

⑬　住居確保給付金支給費
　　離職または休業等により、経済的に困窮し住居を失うおそれがある方に住居と就労の機
  会を確保するため、家賃相当分の給付金を一定期間支給する

600万円

一部

⑭　生活困窮世帯の子どもの健全育成事業費（再掲）
　　生活困窮世帯の子どもの健全育成のため、子ども支援員による家庭訪問、家庭学習を補
　完する学習の場や、安心して過ごせる居場所を運営する。また、寄附財源を活用し、自然
　活動や文化芸術活動などの体験活動を行う機会を提供する。

3,950万円

⑮　被保護者就労支援事業費
　　就労による経済的自立を支援するため、保健福祉事務所に就労支援員を配置し、生活保
　護受給者に対する就労意欲の喚起のための面接指導、公共職業安定所への同行訪問、就労
　後の職場定着に向けた相談等を行う。

2,301万円

⑯　自立支援プログラム策定実施事業費
　　生活保護受給者の経済的、社会的、日常生活の面での自立を支援するため、保健福祉事
　務所において社会貢献活動や、中間的就労の機会を提供するなど、一人ひとりの生活保護
　受給者にとって必要な支援を行う。

2,706万円

⑰　生活保護適正実施事業費
　　生活保護制度の適正な運営を図るため、生活保護の認定事務に係る各種調査の充実及び
　医療扶助の診療報酬明細書の点検等を行う。

7,108万円

⑱　生活保護扶助費
　　健康で文化的な最低限度の生活を保障し、県民生活の安心を支えるため、県所管域の生
　活困窮者に対して、生活保護法に基づき扶助費を支給する。

84億3,645万円

⑲　ＡＩ語り部次世代継承推進事業費
　　戦争の体験を語る「語り部」の高齢化に対応するため、新たな継承手段として、人工知
　能を活用した対話型のＡＩ語り部を構築する。

213万円

○　その他　遺族等対策費など 1億3,718万円

6,930万円

⑳　重層的支援体制構築支援事業費
　　 「高齢」、「障がい」、「子ども」など、属性を問わない包括的な支援体制づくりに取
　り組む市町村に対して、職員等を対象とした研修や、アドバイザー派遣等を行う。また、
　社会福祉法に基づき市町村が行う重層的支援体制整備事業（多機関協働事業分）に要する
　経費を負担する。

6,930万円

95億9,893万円

(4) 生活を支える福祉の充実

　【⑭～⑲】　　福祉子どもみらい局福祉部生活援護課　　　　　課長　大澤　電話 045-210-4900

合 計

　問合せ先
　【①～⑧、⑳】福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課  　　　　課長　笠井　電話 045-210-4740

(5) 市町村における包括的な支援体制の整備

　【⑪～⑬】　　福祉子どもみらい局福祉部　生活困窮者対策担当課長　谷川　電話 045-285-0864

　【⑨アート】　福祉子どもみらい局共生推進本部室　　共生担当課長　小手　電話 045-285-0737
　【⑨相談支援、⑩】
　　　　　　　　福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課　　　　　課長　鳥井  電話 045-210-4700

新

新
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一部○新  子ども・子育てへの支援

１ 目的 

  全ての子どもが健やかに成長し、県民が安心して子どもを生み、育てることができる社会を

実現するため、結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援に取り組むとともに、あたたかいコ

ミュニティの創出や、社会全体で子ども・子育てを応援する機運醸成を行う。

２ 予算額  1,014 億 1,006 万円 

３ 主な事業内容 

(1) 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援 184 億 2,591 万円 

ア 恋カナ！プロジェクト事業費 4,179 万円 

結婚に向けた機運醸成を図るため、市町村等と連携したイベントを開催するとともに、結

婚支援コンシェルジュを配置し、市町村や結婚を希望する方を支援する。 

  恋カナ！婚活イベントの実施状況 

イ 結婚新生活支援事業推進費補助                                    10 億 8,810 万円

結婚に対する経済的不安を軽減し、若い世代の結婚を後押しするため、結婚に伴う新生活

に係る費用（新居の家賃、引越費用等）について、市町村と一体となって支援する。 

○新  ウ 妊娠・出産支援の強化                                             3 億 6,263 万円 

市町村と連携して先進医療に指定されている不妊治療費を助成するとともに、若い男女が、

妊娠・出産を含む将来のライフプランを考えて、日々の生活や健康に向き合うプレコンセプ

ションケアを推進する。

一部○新  エ 小児・ひとり親家庭等への医療費助成   93 億 6,068 万円 

小児・ひとり親家庭等の医療費助成を実施する市町村に対して補助する。 

※政令市・中核市への補助率格差を解消

▶小児医療費助成 政令市補助率 １／４⇒１／３ 

▶ひとり親家庭等医療費助成 政令市・中核市補助率  １／３⇒１／２ 

（連携 リビエラ逗子マリーナ 

（かながわシープロジェクト）） 

（連携 ベトナムフェスタ in神奈川 2023） 
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一部○新  オ 「手ぶらで保育」の推進                         3 億 3,224 万円 

保護者及び保育士双方の負担を軽減するため、乳幼児の使用済み紙おむつの処分に加え、

新たにお昼寝用コット（簡易ベッド）、おむつ保管庫などの物品等を整備する保育所等を支

援する市町村に対して補助する。 

 

一部○新  カ 放課後児童クラブ施設整備等に対する支援の拡充           １億 5,142 万円 

 放課後児童クラブの整備を促進するため、新たに国が定める補助基準額を超える市町村負

担や事業者負担に対して補助する。 

一部○新  キ 私立高等学校等生徒学費補助の拡充                   43 億 9,425 万円 

私立高校等に通う家庭の経済的負担を軽減するため、年収約 700 万円未満の世帯までの授

業料及び住民税非課税世帯までの入学金の実質無償化を継続する。多子世帯については、授

業料実質無償化の対象を年収約 910 万円未満まで拡大するとともに、年齢要件を緩和する。 

「手ぶらで保育」のさらなる推進 

令和５年度の取組 

使用済 
おむつ 

保育所等 
で処分 

布団やコット 

保護者及び保育士の
負担軽減 

保育所等 
で用意 

おむつの 
定期購入
用保管庫 

令和６年度の取組 施策の効果 

おむつ処分
に加えて 
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○新  ク 仕事と育児等を両立できる職場環境整備の促進      8,160 万円 

ワーク・ライフ・バランスを推進するため、仕事と育児や不妊治療等を両立できる職場環

境の整備や、男性の育児休業取得促進に取り組む県内中小企業に対して奨励金を交付する。 

コース 主な交付要件 交付金額 

仕事と育児の

両立 

① 県主催セミナーへの参加

② 仕事と育児の両立に資する制度の創設

③ 社内研修の実施

20万円 

仕事と不妊治

療等の両立 

① 県主催セミナーへの参加

② 社内における実態把握調査の実施

③ 仕事と不妊治療等の両立に資する制度の創設

④ 社内への相談窓口の設置

⑤ 社内研修の実施

20万円 

男性育児休業

取得促進 

① 子の出生後２歳に達するまでの間に男性従業員が育児

休業を取得

② 育児休業終了後に原職復帰して１か月以上雇用

（交付金額）

  育児休業期間10日以上30日未満：20万円 

  育児休業期間30日以上    ：50万円 

左記 

参照 

 その他 ひとり親家庭放課後児童クラブ利用料支援事業費補助など  26 億 1,318 万円 

(2) あたたかいコミュニティの創出                                      2 億 2,675 万円 

一部○新  ア かながわ子育てパーソナルサポートの機能強化   1 億 2,930 万円 

かながわ子育てパーソナルサポートへチャットボットを導入するとともに、子育て支援ア

プリとの連携を行う。また、本サービスを通して市町村の各種申請手続きが可能となるよう、

市町村が行うシステム構築に対して補助する。 

 その他 子ども・子育て充実市町村提案事業費補助など  9,745 万円 
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(3) 社会全体で、子ども・子育てを応援する機運醸成                          5,918 万円 

一部○新  ア 子どもの意見反映   2,554 万円 

こども基本法に基づき、県の施策に広く子どもの意見を反映するため、対面やインターネ

ット掲示板などの手法で多様な子どもたちの声を聴く機会を創出するとともに、集まった課

題認識を基に、子ども目線による事業提案を受け、採択した事業を実施する。 

 その他 こどもまんなか機運醸成事業費など  3,363 万円 

(4) 幼児期の教育・保育の提供体制の確保・充実等  826 億 9,822 万円 

 

 

 

 

問合せ先 

【３(1)ア、イ】福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課  課長 岩崎 電話 045-210-3830 

【３(1)ウ】   健康医療局保健医療部健康増進課  課長 渡邉  電話 045-210-4770 

【３(1)エ】 福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課  課長 臼井 電話 045-210-4650  

【３(1)オ、カ、(2)ア、(3)ア】 

福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課  課長 深石   電話 045-210-4660 

【３(1)キ】  福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課  課長 山田  電話 045-210-3760 

【３(1)ク】  産業労働局労働部雇用労政課    課長 髙𣘺   電話 045-210-5730 
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一部○新  私立高等学校等就学支援策の拡充

１ 目的 

家庭の状況にかかわらず、すべての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込めるよう、

高等学校等就学支援金及び高等学校等生徒学費補助により、家庭の教育費負担の軽減を図る。 

２ 予算額  142 億 124 万円 

３ 事業内容 

(1)「国の就学支援金」による支援                98 億  699 万円

家庭の状況にかかわらず、すべての意志ある高校生等が安心して勉学に打ち込める社

会をつくるため、国の費用により、家庭の教育費負担を軽減する。 

対象校種：高等学校､中等教育学校(後期課程)､特別支援学校高等部､専修学校（高等課

程）、各種学校のうち一定の要件を満たす外国人学校 

一部○新  (2) 私立高等学校等生徒学費補助の拡充               43 億 9,425 万円 

年収約 700 万円未満の世帯までの授業料及び住民税非課税世帯までの入学金の実質無

償化を継続する。多子世帯については、授業料実質無償化の対象を年収約 910 万円未満

まで拡大するとともに、年齢要件を緩和する。 

対象校種：高等学校､中等教育学校(後期課程)､専修学校(高等課程)等 

（令和６年度支援内容） 

 

授 業 料 補 助 入学金補助

1⃣  高 等 学 校 等 就 学 支 援 金 (国) 2⃣ 学費補助金(県) 2⃣ 学費補助金(県)

授業料　468,000円
入学金　211,000円

270万円～

590万円未満

396,000円
（通信制　297,000円）

72,000円
（通信制　171,000円）

100,000円
授業料　468,000円

生活保護～

住民税非課税世帯

396,000円
（通信制　297,000円）

72,000円
（通信制　171,000円）

211,000円

590万円～

700万円未満
118,800円 349,200円 100,000円

入学金　100,000円

100,000円
授業料　468,000円
入学金　100,000円

700万円～

750万円未満
118,800円 74,400円 100,000円

授業料　193,200円
入学金　100,000円

※多子世帯 　… 23歳未満の扶養している子どもが３人以上いる世帯

※モデル世帯 … 両親・高校生・中学生の４人家族で、両親の一方が給与所得者として働いている世帯

750万円～

910万円未満
118,800円 授業料　118,800円

多子世帯 118,800円 349,200円 授業料　468,000円

年

収

目

安

［

モ

デ

ル

世

帯

〕

多子世帯 118,800円 349,200円

令和５年度まで 令和６年度から拡充

○ 年収約700万円（多子世帯は約800万円）未満世帯
を対象に授業料を実質無償化。

※ 多子世帯：15歳以上23歳未満の扶養している子ど
も（中学生を除く）が３人以上いる世帯

○ 年収約700万円（多子世帯は約910万円）未満世帯
を対象に授業料を実質無償化＜年収上限引上げ＞。

※ 多子世帯：23歳未満の扶養している子どもが３人
以上いる世帯＜年齢要件緩和＞

問合せ先 
福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課 課長 山田 電話 045-210-3760 

（令和６年度から拡充） 
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私立学校経常費補助 

１ 目的 

教育条件の維持向上、修学上の経済的負担の軽減及び学校経営の健全性の向上を図るた

め、私立学校の経常的な経費及び特色ある教育に対して補助する。 

２ 予算額 429億6,174万円 

３ 補助額の算定 

  経常費補助は、教職員人件費と教育に要する経費を対象とする一般補助と、特色ある教育

や子育て支援のための経費を対象とする特別補助に分けて算定する。 

  なお、一般補助については、平成12年度から導入した｢標準的運営費方式｣により補助額

を算定する。 

(1) 一般補助  420億1,162万円 

・高等学校   224億7,223万円 

・中等教育学校   8億 300万円 

・中学校   63億1,182万円 

・小学校  27億4,325万円 

・特別支援学校  5億9,688万円 

・幼稚園  72億1,712万円 

・専修学校、各種学校  18億6,728万円 

(2) 特別補助  9億5,012万円 

ア 私立高等学校等教育改革推進費補助      5億5,940万円 

(ｱ) 目的

教育振興基本計画や新学習指導要領を踏まえた特色ある取組を推進するため、私立

学校に対し補助する。 

(ｲ) 主な補助対象事業

・外国語教育の強化、多様な職業体験、安全確保の推進、ＩＣＴ教育環境の整備推進

・不登校生徒対策（高等学校）

・体育活動・文化活動の推進（高等学校、中等教育学校）

イ 私立幼稚園等預かり保育推進費補助  2億6,531万円 

(ｱ) 目的

保育ニーズに対応するため、正規の教育時間前後及び休業日に、専任の担当教員を

配置して預かり保育を実施する幼稚園等に対し補助する。 
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(ｲ) 補助対象事業

・課業期間中に年間を通じて継続的に開園日の4/5以上の日数で実施

・休業日（土日等）に年間を通じて継続的に19日以上実施

・長期休業日に10日以上実施

ウ 私立幼稚園等地域開放推進費補助  1億2,540万円 

(ｱ) 目的

地域との連携を深めるため、保護者に対する教育相談事業や地域とのふれあい交流

事業などを行う幼稚園等に対し補助する。 

(ｲ) 補助対象事業

・子育て相談

・教育相談事業、子育て講演会

・セミナー等の開催事業、親子のふれあい交流事業（親子で参加する教室、子育てサ

ークル活動など)、園地・園舎の開放事業、地域とのふれあい交流事業 (外国人、

障がい者、高齢者、地域住民との交流)

問合せ先 

  福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課 課長  山田 電話 045-210-3760 
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一部○新  当事者目線の障がい福祉の実現

１ 目的 

  当事者目線に立った障がい福祉の実現を目指し、「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例

～ともに生きる社会を目指して～」及び「ともに生きる社会かながわ憲章」の理念の普及を推

し進めるとともに、障がい児・者の障がい特性等に応じた、生活を支えるサービスの更なる充

実強化に取り組む。  

２ 予算額 898 億 4,018 万円 

３ 主な事業内容 

(1) 中井やまゆり園等の県立障害者支援施設における地域生活移行の取組  8,960 万円 

ア  施設利用者の質の高い生活の確保                     632 万円 

当事者の意見を施設運営に反映するため、障がい当事者が施設を巡回し、職員との意見 

交換を行う。また、支援改善アドバイザーや支援サポート員を配置する。 

一部○新  イ  日中活動・体験の充実 6,099 万円 

施設利用者の地域生活移行に向けて、グループホーム体験の場の確保や施設外活動を充 

実させるとともに、活動をコーディネートする専門職員を配置する。また、重度訪問介護 

相当サービスの体験利用を提供した事業所に対する補助を新たに実施する。 

一部○新  ウ  地域生活への移行   2,229 万円 

施設利用者の地域生活移行先となるグループホームの体制整備や、移行後の生活の場と 

なる在宅サービス等の確保を支援する。また、施設利用者を受け入れるグループホームの 

設置等を検討するため、先駆的なグループホーム運営の事例調査を新たに実施する。 

地域移行に向けた取組 ＜これまでの補助メニュー（一部抜粋）＞ 

日中活動の充実 

暮らしの場の体験 

施設外の日中サービス利用への補助 

グループホームの体験利用への補助 

 （課題）暮らしの場の体験が進んでいない 

地域生活移行の実現 

【新設】重度訪問介護の体験利用への補助 

在宅生活やグループホームの体験を加速！ 
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(2) 地域共生社会の実現へ向けたさまざまな取組   76 億 8,702 万円 

  ○新  ア  地域資源（障がい児への支援）の充実   942 万円 

障がい児及び過齢児の成人サービス移行を促進するため、本人の希望と体験利用先を 

マッチングする会議を設置するほか、体験利用を受け入れた成人施設等に対して補助す

る。また、成人サービス移行に係る本人の意思決定を支援するアドバイザーを派遣する。 

障害児等移行促進事業 成人サービス移行モデル事業 

・本人と体験利用先をマッチング

・暮らしや日中活動等の体験

(成人施設等へ体験利用費用補助)

・特に移行が困難となっている

ケースにアドバイザーを派遣

・障がい児等の意思や支援状況の

確認

・本人の希望や特性に合う成人

サービスの体験利用を支援

成人期に相応しい生活の場への移行

  ○新  イ  障害福祉サービス等の提供に係る検討会  360 万円 

湘南東部圏域における重症心身障がい児者や医療的ケアを必要とする方の地域生活を支 

えるため、支援体制に関する課題や対策を検討する。また、知的障がい児者の医療課題に 

ついて、医療、福祉両面から対策を検討する。 

  ○新  ウ  障害サービス事業所就労実態調査事業費    400 万円 

障害福祉分野における人材確保策を的確に講じるため、障害福祉事業所における就労実 

態や人材育成の取組を調査する。 

  ○新  エ  ソーラーカーポート設置促進事業費補助    1,800 万円 

悪天候の中でも車椅子使用者等が安心して外出できる環境づくりのため、商業施設等に 

おける障害者等専用駐車区画へのソーラーカーポートの設置に対して補助する。 

© 東京都 

ソーラーカーポート設置

<補助率 1/3>
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  ○新  オ  障がいに対する理解促進 2,332 万円 

障がいに対する理解促進を図るため、趣味やサークル活動などを中心とした誰もが気軽 

に参加できる共生の場を創出する。また、県民意識を醸成するため、当事者目線の障害福 

祉について発信する全国フォーラムを開催する。 

  ○新  カ  相談支援体制の充実 5,731 万円 

当事者目線に立った相談支援の取組を推進するため、障がい者の支援に自ら携わる障が 

い当事者（ピアサポーター）の養成を行う研修を実施する。また、聴覚障がい児が早期か 

ら必要な支援を受けられるよう、相談窓口を設置するとともに、家族教室の開催や聴覚障 

がい児が通う関係施設への巡回支援等を実施する。 

  ○新  キ  「当事者目線」の精神科医療の実現     6,226 万円 

精神障がい者が安心して精神科医療を受けられるよう、精神科病院の実態調査や虐待通 

報窓口の設置を行うほか、精神科病院が見守りカメラを導入する費用に対して補助する。 

また、入院患者の地域生活移行を支援するため、訪問支援員等を病院に派遣する。 

👉 

「みんなで読める 神奈川

県当事者目線障害福祉推進

条例～ともに生きる社会を

目指して～」 

👈 

全国フォーラムのイメージ 

（訪問支援員等による地域生活移行のスキーム図） 
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ク 地域生活移行に向けた受け皿の確保                 7 億 6,129 万円

精精神障がい者を含む障がい者の地域生活移行を促進するため、日中活動等の場及びグル

ープホームの整備に対して補助する。また、市町村と協調して、グループホームの運営に 

要する費用や、在宅支援、地域社会参加支援等に必要な取組に対して補助する。 

○新  ケ  市町村重度訪問介護等支援事業費補助  2 億 8,449 万円 

重度訪問介護等の訪問系サービスに係る介護給付費等において、国庫負担基準額を超え 

て負担している市町村（政令市、中核市及び人口 30 万人以上の市町村を除く）に対して補 

助する。 

一部○新  コ  障害者就業・生活支援センター事業  1 億 1,868 万円 

雇用促進法により設置している障害者就業・生活支援センター８か所において、障がい 

者の就労に伴う生活支援を実施する。また、近年増加傾向にある精神障がい者からの相談 

に適切に対応するため、高い専門性を持った職員を新たに配置する。 

一部○新  サ  重度障害者医療費・外国籍県民等福祉給付金の助成         63 億 4,462 万円 

重度障害者医療費・外国籍県民等福祉給付金の助成を実施する市町村に対して補助する。 

※政令市・中核市への補助格差を解消

▶重度障害者医療費 政令市・中核市補助率  １／３⇒１／２ 

▶外国籍県民等福祉給付金  政令市補助率    ０  ⇒１／２ 

中核市補助率  １／３⇒１／２ 

(3) 障害福祉サービス等をさらに強化する取組 820 億 6,355 万円 

   

   

 

 

 

問合せ先 

【３(1)、(2)ア、イ、ク】 

福祉子どもみらい局福祉部障害サービス課  課長 髙橋  電話 045-210-4702 

【３(2)ウ、エ】 

福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課    課長 笠井  電話 045-210-4740 

【３(2)オ：共生の場】  

福祉子どもみらい局共生推進本部室 共生担当課長 小手 電話 045-285-0737 

【３(2)オ：フォーラム】 

福祉子どもみらい局共生推進本部室  

当事者目線障害福祉担当課長 平野 電話 045-285-0526 

【３(2)カ、ケ、コ、サ：重度障害者医療費】   

福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課 課長 鳥井 電話 045-210-4700 

【３(2)キ】       健康医療局保健医療部 精神保健医療担当課長 渡邊 電話 045-285-0227 

【３(2)サ：外国籍県民等福祉給付金】  

福祉子どもみらい局福祉部生活援護課 課長 大澤 電話 045-210-4900 
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○新  県立障害者支援施設の方向性ビジョンに沿った取組

１ 目的 

  いのち輝く地域共生社会の実現を目指し、「県立障害者支援施設の方向性ビジョン」に定め

た県立施設の方向性を通じて、当事者目線の障がい福祉に取り組んでいく。 

＜県立施設の方向性＞ 

県立施設として継続 

地方独立行政法人による運営に移行する 

中井やまゆり園 

民間法人へ移譲 さがみ緑風園 

厚木精華園 

三浦しらとり園 

引き続き方向性を検討 

（指定管理や施設の再整備の状況を踏まえて、引き続き検討してい

く。） 

芹が谷やまゆり園 

津久井やまゆり園 

愛名やまゆり園 

２ 予算額 １億 2,292 万円 

３ 事業内容  

○新   (1) 地方独立行政法人移行準備費                     2,657 万円 

中井やまゆり園を運営する地方独立行政法人の設立に向けて、地方独立行政法人の財務会

計・人事給与制度の構築、情報システムの導入、資産の整理等の検討・準備を行う。 

＜地方独立行政法人による運営へ向けた移行スケジュール＞ 

令和５年度 ６年度 ７年度 ８年度～ 

  

 

○新   (2) 県立障害福祉施設調査費                         9,534 万円 

地方独立行政法人への移行、民間法人への移譲や再整備を行うため、アスベスト調査及び

土地の測量を行う。 

移譲に向けて、利用者や家族、現指定管理者（指定管理施設
のみ）の意向も踏まえながら、移譲の時期、相手先や条件の検
討を進め、調整がついた施設から順次、移譲していく。 

●地方独立行政法人の設立

県直営による運営 地方独立行政法人による運営 

法人設立準備 
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○新   (3) 福祉を科学する検討会推進事業費                     100 万円 

 先進的な取組を行う事業所等の実態調査により、好事例の収集等を行うとともに、検討会

を実施して効果的な支援体制や研究体制等を検討し、報告書にまとめ、今後の県立施設の役

割である福祉科学研究へとつなげる。 

問合せ先 

福祉子どもみらい局福祉部 県立障害者施設指導担当課長 藤澤  電話 045-285-0214 
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ともに生きる社会の実現に向けた取組 

１ 目的 

  「神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例～ともに生きる社会を目指して～」や「とも

に生きる社会かながわ憲章」の理念の普及啓発のため、駅や公共施設内でのポスター掲示

や地域イベントでのチラシ配布等を行う。また、障がい者団体等の活躍を、ホームページ

やＳＮＳなど様々な媒体を活用して紹介する。 

２ 予算額 4,071 万円 

３ 事業内容 

(1) 様々な媒体を活用した広報                      1,738 万円

県のたよりやポスター掲示など様々な媒体を活用することで、「ともに生きる社会か

ながわ憲章」の効果的な広報等を行う。 

(2) 企業等との連携 634 万円 

ホームページで障がい者団体等の活動の情報発信を行うとともに、イベント主催者と

マッチングさせ、マッチングしたイベントで普及啓発を行う。

(3) 大学との連携                            231 万円

大学生による共生社会の実現に向けた取組を支援するとともに、その活動内容を発表

する機会を設ける。 

(4)「ともに生きる社会かながわ憲章」の普及啓発物品の作成等 350 万円 

イベント等で配布する広報グッズやチラシ等の普及啓発物品を作成する。

(5) 津久井やまゆり園事件追悼式 882 万円 

「津久井やまゆり園事件追悼式」を実施する。

(6) 憲章の普及啓発のための地域イベントへの参加   233 万円 

イベント等に参加し、広報グッズやチラシ等の普及啓発物品を配布する。

問合せ先 

福祉子どもみらい局共生推進本部室 共生担当課長 小手  電話 045-285-0737 

(1)様々な媒体を活用した広報

ホームドア広告

(5)津久井やまゆり園事件追悼式

モニュメントでの献花
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一部○新  困難な問題を抱える女性等への支援

１ 目的 

  困難な問題を抱える女性等が自立し、安心して自分らしく暮らすことができる社会の実現を

めざして、「かながわ困難な問題を抱える女性等支援計画(仮称)」に基づき、各種施策を展開

する。 

２ 予算額 5億 8,751 万円 

３ 主な事業内容 

一部○新  (1) 困難女性つながりサポート事業費 4,141 万円 

複合的な困難を抱える女性に対応するため、民間支援団体の知見を活用し、困難を抱え 

る女性の早期発見から相談、専門相談窓口への付き添い等、課題解決に向けて、寄り添っ 

た支援を実施する。 
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○新 (2) 困難女性自立支援事業費   3,541 万円 

困難な問題を抱える女性の意思を尊重し、状況等に応じて、社会とのつながりを持った 

支援を行うため、民間アパート等を借上げ、一時保護から自立に向けた支援を実施する。 

○新 (3) 困難女性支援団体補助事業費   2,207 万円 

 困難な問題を抱える女性を早期に発見し、自立を支援するため、ＩＣＴの活用等による 

アウトリーチ支援や居場所の提供等に対して補助する。

○新 (4) 女性向け無料低額宿泊所への転換支援事業費   207 万円 

 女性が入居可能な施設を増やすため、トイレや風呂が共同の寮タイプから、アパートタイ

プの施設への転換費用等に対して補助する。 

○新 (5) 女性相談一時宿泊事業費   55 万円 

  相談したその日に、帰る場所がない等の状況におかれた女性の安全や、本人の意思決定の

時間を確保し、悩みや不安に寄り添った支援につなげるため、一時的な居場所を提供する。 

  その他 人権・男女共同参画施策の推進など     4 億 8,599 万円 

問合せ先 

【３(1)～(3)、(5)】 

福祉子どもみらい局共生推進本部室 人権男女共同参画担当課長 石井 電話 045-210-3630 

【３(4)】福祉子どもみらい局福祉部     生活困窮者対策担当課長 谷川 電話 045-285-0864 
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一部○新  生活困窮者支援の推進

～生きづらさ・くらしにくさを抱える方への支援～ 

１ 目的 

  「見えない困窮」という課題が社会に潜在化する中、生きづらさやくらしにくさを抱えなが

ら、声を上げない・あげられない方に積極的にアプローチを行い、多様な担い手と連携し、早

期に相談や支援につなげる取組を推進する。 

２ 予算額 9億 5,422 万円 

３ 主な事業内容 

○新 (1)  孤独・孤立に関する普及啓発  215 万円 

  誰にでも起こりえる孤独・孤立の問題に社会全体で対応するため、孤独・孤立対策を発 

信するポータルサイトを開設するとともに、相談窓口の広報を行う。 

○新 (2) 住居不安定者実態調査事業費  934 万円 

住居不安定者を適切な支援につなぐため、ネットカフェに常時寝泊まりする者のデータ 

を調査・分析し、実態の把握及び支援の周知等を行う。 

一部○新  (3) メタバースを活用した社会参加支援 3,003 万円 

ひきこもり等の社会参加支援や障がい等による生きづらさを軽減するため、メタバース 

  上でイベントを実施するとともに、新たに交流の場や相談窓口を設置する。 

-41-



一部○新  (4) ケアラー（家族などを介護する人）への支援               4,714 万円 

ケアラーを支援するため、相談窓口や支援専門員を設置するほか、居場所づくりを行う 

団体等及び若者ケアラー(概ね 18 から 24 歳)等への家事支援を行う市町村に対し補助する。 

また、新たにケアラー自身や周囲の認知を高めるため、普及啓発を行う。 

 併せて、「かながわヤングケアラー等相談 LINE」等、ヤングケアラーに対する相談体制 

の広報用カードを印刷し、県域の小・中・高等学校に配布することで、事業の認知度の向 

上を図り、相談件数の増加を目指す。 

一部○新  (5) ケアリーバー（児童養護施設等を退所した人）等への支援 1 億 6,498 万円 

ケアリーバー等への支援を行うため、大学等への初年度納付金及び入学後１年間の生活 

費用を給付する。また、一旦は自立したケアリーバーが離職等により再スタートが必要に 

なった場合に、一人ひとりに応じた次なる自立に導いた出身施設等に対して補助する。 

その他 ＳＮＳ・性的マイノリティ相談事業費など  7 億  57 万円 
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問合せ先 

【３ (1)、(2) 福祉子どもみらい局福祉部 生活困窮者対策担当課長 谷川  電話 045-285-0864 

【３ (3):ひきこもり】 

  福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課  課長 岩崎  電話 045-210-3830 

【３ (3):生きづらさを抱えた方】  

福祉子どもみらい局共生推進本部室 共生担当課長 小手 電話 045-285-0737 

【３ (4)ケアラー】   

福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 課長 垣中 電話 045-210-4830 

【３ (4)ヤングケアラー、(5)】 

    福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課 課長 臼井 電話 045-210-4650 
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